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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

No.026 ㈱ＮＴＳロジ 【輸送モード：トラック】 

「コミュニケーションを重要視し、改善提案制度や徹底した社員研修の実施等により安全・品質の

向上を図る」 

１．概要  

企業情報 

所在地 東京都東久留米市柳窪 1-10-37 創立 1971 年 
年 商 約 34 億円(グループ全

体) 
人員数 730 名(うち正社

員 180 名) 
※グループ全体 

資本金 2,545 万円

((株)NTS ロジ) 

拠点数 本社及び志木、朝霞、東

久留米、船橋ほか計 7
センター、11 拠点 

車両等 123 両 ※グループ全体 
（うち(株)NTS ロジ 14 両、(株)ｷｮｳｴｲ 109
両）  

事業内容 一般貨物自動車運送事業等 
輸送品目 加工食料品、本、書籍、文具等の輸送、配送、仕分け業務他 
取引先 国分フードクリエイト(株)、(株)大阪屋、伊藤忠食品(株)、住商グローバル・ロ

ジスティクス(株)他 
 
組織的安全マネジメントの特長 

運転者の指導については、総合管理室の 2 名のスタッフが、運転者１名当たり年 1、2 回の

同乗指導を全運転者に対して行っている。 
どんな小さな事故であっても当人との面談が必要と考え、事故を起こした当事者を本社に呼

び、事故状況のヒアリング、原因の究明、その対策等についての報告・討議が行われている。

2006 年から改善提案制度を始め、全従業員を対象として、日常業務の中での改善点を挙げ

てもらっている（2009 年は年間 3,000 件を目標）。この改善提案制度が、社員の業務に対す

る姿勢・資質を向上し、安全・品質向上の効果を生み出している。 
 
調査者所見 

2007 年より、安全管理については NTS グループ一体となった運用が行われているため、

(株)NTS ロジ、(株)キョウエイ、(株)NTS サービス 3 社の NTS グループとしてお話しを伺

った。該社の創業時からのポリシーとなっている「家族主義」に基づいて、総合管理室が中

心となり、きめ細かな同乗指導教育や全従業員参加の改善活動、ありがとう運動など、上か

らの命令ではなく、職場内のコミュニケーションを重要視した取り組みが推進されているこ

とが、業務の改善や安全の追求に対する１人１人の意識の向上につながっていると感じた。

 
調査情報 

調査日 2009 年 7 月 13 日 訪問先 本社(車庫) 
対応者 代表取締役社長、総合管理室スタッフ、安全運行指導員 
（注）企業情報等の内容は調査日を基準日とした内容である
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

２．会社の概要、創業からの成長経過 

1971 年に(有)西東京商運として創立し、当初は(株)大阪屋殿の製品輸送や、返品処理作

業等を中心として、業務を展開していた。 
1996 年頃から(株)西友ファミリマート殿の業務受注を開始し、業務の拡大とともに成

長し、2000 年には朝霞センターがオープンした。その後、首都圏ネットワーク構想が中

期目標として掲げられ、座間、府中、浦安、志木、草加、船橋、相模と次々に新センタ

ーが設立され、現在までに至っている。 
現在、NTS グループは、物流を担う(株)NTS ロジ（東京⇔大阪間の幹線輸送業務）、(株)

キョウエイ（地場配送業務、保管・仕分業務）と、コンビニの運営と保険業務などを行

う(株)NTS サービスの 3 社で構成されている。 
成長とともに人員、車両保有台数も増え、現在グループとして 730 名、123 両を数え

る。安全についても、グループとしての安全体制の統一化を目指し、約 4 年前から総合

管理室による管理指導体制が本格化した。具体的には、センター巡回、改善活動、運転

者等への安全教育などが、総合管理室が主体となり実施されている。また、2004 年には、

ISO9001 にチャレンジし、2005 年には「本社・輸送」をはじめとした 7 センターが取得

した。2009 年に船橋が取得すると、全センターが取得することになる。 
営業収入は、グループ全体で約 34 億円であり、主な顧客は国分フードクリエイト(株)、

(株)大阪屋、伊藤忠食品(株)、住商グローバル・ロジスティクス(株)であり、これら 4 社

で営業収入の 90％を占めている。以前は、引越業務も行っていたが、全社的に業務内容

を見直した結果、現在、引越業務はほとんど行っていない。 
 

 

３．トップの考え方 
安全、確実、迅速、気配りが輸送事業者としての使命であり、荷主から最高の信頼を

継続し、荷主中心の経営に徹することが必要と考えている。そのため、作業品質と輸送

品質を上げることは、顧客満足を上げる最大の要因と考え、これまで、パソコンや GPS
の早期導入による運行管理の強化や、5S の徹底などを推進してきた。 
「人財育成」に関しては、常に改革、改善に挑戦し、自らをより高める努力を怠らな

い、やる気のある社員を育てることを目標としている。 
また、創業時から、「家族主義」をポリシーとして、職場内のコミュニケーションを重

要視してきた。そのため、安全対策についても、コミュニケーションが重要な要素であ

ると捉え、安全機器には頼っておらず、デジタコやドラレコなどは導入していない。 
 

□経営の理念等についてはホームページに記載  
http://www.nts-group.co.jp/outline/policy.html 
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４．組織的安全マネジメントへの取り組み 
Ａ）トップのコミットメントと行動 

ポイント CL 項目※

◆自社で荷物を持たないと車両のコントロールや十分な安全の確保ができな

いと考え、元請けとして業務を獲得するべく営業展開が行われている。 
Ａ２、Ｂ１

◆安全・品質に対する意識を維持・向上させるためには、管理者からの声掛け

が大事と考えている。 
Ａ１ 

※CL 項目とは、組織的安全マネジメントチェックリストの項目である。項目の内容につい

ては「７．組織的安全マネジメント チェックリスト自己評価結果」参照。 
 
・自社で荷物を持たないと車両のコントロールや十分な安全の確保ができないと考え、元

請けとして業務を獲得するべく営業展開が行われている。 
・環境にやさしいトラックの導入を図るとともに、平成 16 年に西東京地区で初めてバイオ

ディーゼル燃料の給油装置を本社に設置し、東久留米市とタイアップして廃食油の回

収・精製を行い、車両の燃料に使用している（現在対応しているのは、2t 車 2 台）。先進

的な取り組みなので、自治体等からも見学に来られている。 
・エコドライブ推進運動を実施しており、また、東京都のディーゼル規制よりも早く、ト

ラックの耐用年数を 7 年と決めて常に新しい車両を導入している。 
・安全・品質に対する意識を維持・向上させるためには、管理者からの声掛けが大事と考

えている。 
・役員会を毎週開催している。 
 
 
Ｂ）マネジメントシステム 

ポイント CL 項目 
◆安全衛生管理計画には、安全衛生基本方針、年間安全衛生目標、過去の労働

災害発生状況等が記載されている。また、重点施策とその担当責任者も記載

され、実施結果の総合評価を記載する欄も設けられており、PDCA サイク

ルの運用を目指したものとなっている。 

Ｂ１、Ｂ４

 
【人事・マネジメント関連について】 
・安全衛生管理計画には、安全衛生基本方針、年間安全衛生目標、過去の労働災害発生状

況等が記載されている。また、重点施策とその担当責任者も記載され、実施結果の総合

評価を記載する欄も設けられており、PDCA サイクルの運用を目指したものとなってい

る。 
・労働安全衛生マネジメントの取り入れも検討している。 
・安全衛生管理計画の作成、社内安全教育などは、本社の総合管理室が中心となって実施

している。 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

・総合管理室は、安全対策の他、社内の管理部門全般を司っており、全部で約 20 名が所属

している。 
・従業員は、2009 年 6 月末時点で 730 名(うち正社員 180 名)である。 
・運転者の平均年齢は約 35～36 才であるが、2009 年 4 月から船橋で 50 名位を新採用した

ことにより以前より若くなっている。 
・従業員の目標定着率を毎月設定しており、2009 年 7 月は 98％を設定している。 
 
【安全に関する費用について】 
・「人財教育」として年間の研修費用が予算化されており、今年度は約 900 万円の予算が計

上されている。 
・1979 年に経理業務の効率化のためにコンピューターシステムを導入し、その後、運行管

理業務にも活用することとなった。また、GPS も他社に先駆けて 1993 年に導入したが、

現在は GPS による車両管理は運用していない。 
 
 
Ｃ）教育訓練制度 

ポイント CL 項目 
◆運転者の指導については、総合管理室の 2 名のスタッフが、運転者 1 名当た

り年 1、2 回の同乗指導を全運転者に対して行っている。 
Ｃ２ 

◆どんな小さな事故であっても当人との面談が必要と考え、事故を起こした当

事者を本社に呼び、事故状況のヒアリング、原因の究明、その対策等につい

ての報告・討議が行われる。 

Ｃ２、Ｃ３

 
【採用・新人研修関連について】 
・幕張メッセで行われる就職説明会等にも参加し、その際には会社のイメージポスターを

掲示している。 
・新人研修は、総合管理室の 2 名のスタッフが知識面と技術面に関して約 2～3 週間の研修

を行っており、同乗研修も実施している。 
・1 回の研修で合格せず、3 カ月位研修を要した運転者もおり、研修の結果運転業務は不適

格と判断し仕分け部門に配属した者もいる。 
・採用応募者に対しては、「面接調査票」に従って、面接を行っている。 
 
【乗務員の研修等について】 
・運転者の指導研修の年間計画を立案し、それに従って進捗管理を行っている。 
・社員等の研修は、本社の総合管理室がカリキュラムを作成し、運用、実施している。 
・同乗教育については、総合管理室の 2 名のスタッフが、運転者 1 名当たり年 1、2 回の同

乗指導を全運転者に対して行っている。 
・同乗指導は「同乗記録表」に従って各項目 5 段階評価で行われ、2 時間～7 時間要するこ
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ともある。 
・運転者は約 200 名いるため、同乗指導を行うスタッフはかなりの時間と労力を要してい

る。 
・総合管理室による本格的な指導体制は約 4 年前から始まり、この当時の運転者は約 100
名であった。 

・同乗指導結果は、社長、取締役、統括マネージャー（営業所長）、配車担当者に回覧され

る。 
・経営理念に関する勉強会も実施している。 
・「ありがとう運動」などの活動を積極的に実施することで、創業時からの家族主義を実践

し、職場内のコミュニケーションの向上に努めている。 
・小さな事故であっても当事者を本社に呼んで、事故状況のヒアリング、原因の究明、そ

の対策等についての報告・討議が行われる。 
・どんな小さな事故であっても当人との面談が必要と考えている。 
・場合によっては、現場に行って状況の確認も行っている。 
・事故が発生すると、「店舗カルテ」（危険箇所マップ）に危険箇所として追加マーキング

され、掲示される。 
・「店舗カルテ」は、各配送ルート別に配送管理者が作成し、適宜見直しを行っている。 
・年に 3 回事故を起こすと、配送部門から仕分け部門に配置替えをしている。 
・また、3 回事故を起こすと NASVA の事故惹起者の講習を受けさせている。 
・ディスカッション形式である「引き出し講習」が重要と位置づけており、当初はとっつ

きにくかった感があるが、1 年で定着化した。 
・集合研修も毎月 1 時間程度行っているが、ディスカッション形式の研修により、各個人

としての考え、自覚を持たせたいと考えている。 
・外部から講師を招いて研修を行ってもらうこともあり、各現場に来て頂き研修して頂く

こともある。 
・外部研修は NASVA を始め、警察署、各県トラック協会等が実施する運転者講習会の他、

日創研、東京経営研究会、中小企業大学などが実施するものもある。 
 
 
Ｄ）現場管理 

ポイント CL 項目 
◆2006 年から改善提案制度を始め、全従業員を対象として、日常業務の中で

の改善点を挙げてもらっている（2009 年は年間 3,000 件を目標）。この改善

提案制度が、社員の業務に対する姿勢・資質を向上し、安全・品質向上の効

果を生み出している。 

Ｄ７ 

◆定例会は、配送終了後や全員休みとなる日曜日にも実施されることがあり、

その場合、手当てが支給されている。顧客からの指示事項、車両の安全対策、

ヒヤリハット、改善提案、収支に関する内容も話されている 

Ｄ５、Ｄ７

Ｃ４、Ｃ５
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【日常業務等について】 
・品質、安全に関する行動は、基本的に ISO に基づく管理が行われている。 
・各センターへの巡回チェックや 5S 運動も行われている。 
・2006 年から改善提案制度を始めた。 
・2008 年は 2,500 件目標であったが、2009 年は年間 3,000 件を目標としている。 
・改善提案については、部署(各センター)と個人に対して表彰を行っており、各センターで

は四半期ごとに 1 回表彰を行っている。 
・コンサルタントの方に、各現場で、改善レポートの指導をしてもらうこともある。 
・社員が他の社員に対する感謝のことばを贈る「ありがとう運動」が実施されている。 
・各センターで、仕分け、配送部門に分かれて職場会議も開かれており、約 2 年前から ISO

に関連付けてリスクアセスメントも実施され、水平展開している。 
・車両の清掃は各運転者が行っている。 
・構内も気付いた者が適宜、清掃を行っている。 
 
【小集団活動について】 
・小集団活動と名付けてはいないが、配送部門と仕分け部門でユニット制を採用している。 
・配送部門では約 20 両を 1 ユニット単位で構成し、仕分け部門では業務内容ごとにユニッ

トを構成している。（朝霞には約 50 名が仕分け作業員として配備されており、10 名を 1
ユニットとしている。） 

・船橋センターには車両 36 台が配備されており、その他のセンターは 20～30 台の配備と

なっている。また、草加センターには仕分け作業員として約 160 名が配備されている。 
 
【情報や会議、外部との連携について】 
・本社で会社全体による安全衛生会議が実施されている。 
・各職場のユニット単位で、月 1 回以上(1 時間半から 2 時間程度)の定例会を実施している。 
・定例会にはドライバーもパートも参加する。 
・定例会は、配送終了後や全員休みとなる日曜日にも実施されることがあり、その場合、

手当てが支給されている。 
・定例会では、顧客からの指示事項、車両の安全対策、ヒヤリハット、改善提案、収支に

関する内容も話されている。 
・適宜、職場会議も実施されている。 
・職場会議は、基本的に社員のみの出席となっている。 
・定例会と職場会議には各統括マネージャー（営業所長）も出席している。 
・改善委員会は、年 2 回実施している。 
・その他、統括マネージャー会議が月 1 回、経営推進会議が 4 カ月に１回、取締役以上に

よる経営会議が行われている。 
・座間センターには協力会社も入っているが、該社と一緒の安全行動を実施しており、職

場の定例会にも一緒に参加している。 
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５．顧客や取引先との関係 

顧客満足度調査も実施しており、顧客の担当者(大体 3,4 名)にアンケートをとり、24
項目についての 5 段階評価、自由記述等で要望を収集・整理し、対策を講じている。  
東久留米市とタイアップして、学校などから出る廃食油などからバイオディーゼル燃

料と石鹸を分離精製して、燃料については自社のトラックに使用しており、市等からも

見学に来られるほど、その取り組みが注目されている。 
本社センターの周辺は住宅街で人・車両の交通量も多いため、車両の出入り時は必ず

運行管理者等が誘導を行っている。また、整備場の後ろには遮音壁を設置し、周辺住民

への騒音対策にも配慮している。 
地域社会との共生の観点から、イベント等の告知を会社の掲示板に貼るなどして、地

域の情報を従業員に周知している。 
 
 

６．安全に関係する実績データ 

【交通事故発生率】 
事故の分類は、大きく車両事故と品質事故、クレーム、誤配等に分けて分類しており、

事故件数は総合管理室でグループ全体の統計を集計・管理している。 
車両事故の形態では、構内事故、バック事故が多い傾向にあり、事故統計は、加害事故、

被害事故、車の擦りなど、損害額に関係なく事故としてカウントしているが、走行距離に

よる事故統計は行っていない。 
 

年 
事故件数(件)：加害事故

（被害事故(うち無責)）

走行距離:

約(km)

交通事故発生率(件/10 万 km) 

（加害事故＋無責を除く被害事故）

平成 19 年 
29

（22(16)）
6,861,113

0.42

（0.51）

平成 20 年 
36

（13(11)）
6,951,208

0.52

（0.55）

    計算式：事故件数÷走行距離×10 万 km  
 
今年（2009 年）は、1 月から調査日時点までに 19 件の事故が発生している。  
ファミリーマート関連の業務で事故が多い傾向にあったが、1998 年頃から軌道に乗り、

事故分析・対策の実施が行われ、安全教育も根付いたことから、1998 年～2001 年にかけ

て事故件数が減った。 
今年採用された新人運転者による事故の割合が高い傾向にあるが、車両台数に対しての

事故の割合は低くなってきている。 
 
 



 

 

 8

組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

７．組織的安全マネジメント チェックリスト自己評価結果 

区分 項目 評価

Ａ 
トップのコミット 

メントと行動 

Ａ１ 行動見本（現場巡回） イ 
Ａ２ 経費予算配分 イ 
Ａ３ 賞罰制度 ア 

Ｂ 
マネジメント 

システム 

Ｂ１ 理念・行動指針 ウ 
Ｂ２ マネジメントサイクル ウ 
Ｂ３ 情報管理のしくみ（安全の実績・情報） イ 
Ｂ４ 人員配置と異動 イ 
Ｂ５ 管理者育成 イ 
Ｂ６ 協力業者管理（関連会社等） ア 
Ｂ７ お客様の評価 イ 

Ｃ 教育訓練制度 

Ｃ１ 採用・新人教育 イ 
Ｃ２ 運転スキル、作業スキル訓練 イ 
Ｃ３ 事故分析、再発防止教育 ア 
Ｃ４ ＫＹＴ、ヒヤリハット イ 
Ｃ５ 小集団活動（班活動） イ 

Ｄ 現場管理 

Ｄ１ ルールの順守 イ 
Ｄ２ 日常点検・整備 ア 
Ｄ３ 整理、整頓、洗車、清掃 ア 
Ｄ４ 現場巡回指導（街頭指導） イ 
Ｄ５ 点呼・朝礼 ア 
Ｄ６ 身だしなみ、服装 イ 
Ｄ７ 挨拶、返事、報告 イ 
Ｄ８ 時間管理、生活管理 ア 
Ｄ９ 協力意識 イ 

※組織的安全マネジメントのチェックリスト（詳細）は、国土交通政策研究所のホームペ

ージから入手可能。検索エンジンで「国土交通政策研究所」と入力。“●研究会・アドバ

イザー会議等”のページにある“運輸企業のための組織的安全マネジメント手法に関す

る調査”「第 3 回アドバイザリー会議資料（平成２１年３月１７日）資料３」の郵送調査

票参照。 
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写真１ 
車庫風景 

写真２ 
整備場風景 

写真３ 
バイオディーゼル燃料 
精製装置 
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写真４ 
事務所内掲示風景 
経営理念 

写真５ 
事務所内掲示風景 
経営方針 

写真６ 
事務所内掲示風景 
行動指針 
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写真７ 
事務所内掲示風景 
センター巡回結果 

写真８ 
事務所内掲示風景 
改善提案シート 

写真９ 
事務所内掲示風景 
改善提案シート集計結果 
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写真１０ 
事務所内掲示風景 
ありがとう運動(1) 

写真１１ 
事務所内掲示風景 
ありがとう運動(2) 

写真１２ 
事務所内掲示風景 
ありがとう運動(3) 
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帳票類：「安全衛生管理計画」 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帳票類：「ドライバー 研修年間予定表」 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帳票類：「研修日程表」 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帳票類：「従業員 定着率一覧表」 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帳票類：「面接調査表」 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帳票類：「乗務員教育記録」 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帳票類：「実車研修実施要綱」(1) 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帳票類：「実車研修実施要綱」(2) 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帳票類：「実車研修実施要綱」(3) 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帳票類：「同乗指導記録票」(1) 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帳票類：「同乗指導記録票」(2) 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帳票類：技術指導項目一覧表 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帳票類：帳票類：「改善提案シート」(1) 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帳票類：「改善提案シート」(2) 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

帳票類：「無事故表彰基準」(1) 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
以上

帳票類：「無事故表彰基準」(2) 


